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社会福祉法人 清徳会 個人情報保護規程 

 

 

（目的） 

第１条 社会福祉法人清徳会（以下「清徳会」という。）が保有する個人情報の保護及び適正な取り扱い 

に関し必要な事項を定めるとともに、個人情報に関する本人の開示等の申出をする権利を保障するこ 

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）役職員等 清徳会の理事、監事、運営懇談会委員、職員、嘱託職員、臨時職員等をいう。 

（２）個人情報 個人に関する情報で、特定の、個人が識別され、又は識別され得るものであって、清 

徳会が保有する文書、図面、写真、フィルム及び電磁的媒体に記録されたものをいう。 

（３）開示 清徳会が保有している自己に関する個人情報（以下「自己情報」という。）の閲覧若しくは 

視聴に供し又は写しの交付等を行うことをいう。 

（清徳会の責務） 

第３条 清徳会は、すべての事業について個人情報の保護について必要な措置を講ずるものとする。 

２ 清徳会は、その役職員等に個人情報の保護の重要性を認識させ、個人情報の適正な管理に努めるも 

のとする。 

３ 役職員等は、個人情報をみだりに他に漏らし、又は職務以外の目的で持ち出し、若しくは使用して 

はならない。その職を退いた後も同様とする。 

（適正収集の原則又は収集の禁止） 

第４条 清徳会は、個人情報を収集するときは、清徳会の業務の目的を達成するために必要かつ最小限 

の範囲内で、適法かつ公正な手段により行うものとする。 

２ 清徳会は、業務の執行上特に必要であり、かつ、欠くことができないと認める場合を除き、次に掲 

げる個人に関する情報を収集しないものとする。 

（１）思想、信条及び信教に関するもの 

（２）社会的差別の原因となる、又はなり得る事実に関するもの 

（３）犯罪に関するもの 

（本人収集の原則及び収集の制限） 

第５条 清徳会は、個人情報を収集するときは、本人から収集するものとする。ただし、次の各号のい 

ずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）本人の同意があるとき 

（２）法令等に定めがあるとき 

（３）出版、報道等により公にされているとき 

（４）個人の生命、健康、生活又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。 

（５）所在不明、精神上の障害等の事由により、本人から収集することができないとき 

（６）争訟、選考、指導等の業務で、本人から収集したもので、その業務の目的を達成し得ないとき又 

はその業務の適正な執行に支障が生じると認めるとき。 



（７）国又は地方公共団体からの受託業務において、委託元から収集することが、やむを得ないと認め 

るとき。 

（８）前各号に掲げるもののほか、本人以外のものから収集することに相当な理由があると認められる 

とき。 

（目的外利用及び外部提供の制限） 

第６条 清徳会は、収集した個人情報について、業務の目的の範囲を超えて当該個人情報を利用（以下 

「目的外利用」という。)し、又は清徳会以外のものに提供（以下「外部提供」という。）することがで 

きない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）本人の同意があるとき。 

（２）法令等に定めがあるとき。 

（３）出版、報道等により公にされているとき。 

（４）個人の生命、健康、生活又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、利用又は提供することに相当な理由があると認められるとき。 

２ 清徳会は、前項各号の規定により外部提供をするときは、外部提供を受けるものに対し、次に掲げ 

る事項を遵守するよう求めるものとする。ただし、業務の性質又は目的により該当のない事項につい 

ては、この限りでない。 

（１）秘密保持の義務 

（２）申請目的以外の利用の禁止 

（３）承認を受けたもの以外への提供禁止 

（４）複写又は複製の禁止 

（５）利用期間終了後の返還義務又は廃棄義務 

（６）事故発生時における報告義務 

（７）その他個人情報の保護に関し、清徳会が特に必要とする事項 

（適正な管理） 

第７条 清徳会は、個人情報を取り扱う業務の目的に相応して、個人情報を正確かつ最新の状態に保つ 

ように努めるとともに、漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止その他個人情報の適正な管理について 

必要な措置を講じるものとする。 

２ 清徳会は、保有の必要がなくなった個人情報については、速やかに廃棄又は消去を行うものとする。 

（電子計算組織の結合） 

第８条 清徳会は、清徳会が管理する電子計算組織を清徳会以外のものが管理する電子組織と通信回線 

等により結合するときは、個人情報の保護について必要な措置を講じるものとする。 

（委託に伴う措置） 

第９条 清徳会は、個人情報の処理を含む業務の全部又は一部を外部に委託するときは、契約書等に次 

に掲げる事項を明記するものとする。ただし、業務の性質又は目的により該当のない事項については、 

この限りでない。 

（１）秘密保持の義務 

（２）再委託の禁止又は制限 

（３）受託目的以外の利用の禁止 



（４）第三者への提供の禁止 

（５）複写又は複製の禁止 

（６）委託期間終了後の返還義務 

（７）清徳会の監査に応じる義務 

（８）事故発生時における報告義務 

（９）前各号に掲げる事項に違反した場合における契約解除等に関する事項及び損害賠償に関する事項 

（受託者等の責務） 

第 10条 清徳会から個人情報を取り扱う業務を受託したものは、漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止 

その他個人情報の適正な管理について、必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の受託事務に従事した者又は従事していた者は、その業務に係る個人情報を漏らし、又は受託 

業務以外の目的で持ち出し、若しくは使用してはならない。 

（自己情報の開示等の申出） 

第 11条 何人も、清徳会に対し、自己情報の開示、訂正、削除並びに目的外利用及び外部提供の中止の 

申出（以下「開示等の申出」という。）をすることができる。 

２ 未成年者、成年被後見人の法定代理人（以下「法定代理人」という。）は、本人に代わって開示等の 

申出をすることができる。 

（自己情報の開示） 

第 12条 清徳会は、自己情報の開示等の申出があったときは、本人又は法定代理人であることを確認の 

うえ、開示等するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、該当自己情報の全部 

又は一部の開示をしないことができる。 

（１）法令等の規定により開示することができないとき 

（２）個人の評価、診断、判定、選考、指導、相談等に関するものであって、開示することにより、清 

徳会の業務の適正な執行に支障が生じるおそれがあるとき 

（３）調査、争訟等に関するもので、開示することにより、清徳会の業務の適正な執行に支障が生じる 

おそれのあるとき 

（４）開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるとき 

（訂正の申出） 

第 13条 清徳会は、本人から自己情報の訂正の申出があり、当該自己情報に誤りがあると認めるときは 

申出に応ずるものとする。 

２ 第 11条第２項の規定は、訂正の申出について準用する。 

（削除の申出） 

第 14条 清徳会は、本人から自己情報の削除の申出があり、第４条第２項又は第５条の規定によらない 

で当該自己情報を収集したとみとめられるときは、申出に応ずるものとする。 

２ 第 11条第２項の規定は、削除の申出について準用する。 

（目的外利用又は外部提供の中止の申出） 

第 15条 清徳会は、本人から自己情報の目的外利用又は外部提供の中止の申出があり、第６条の規定に 

よらないで当該自己情報の目的外利用又は外部提供をしていると認められるときは、申出に応ずるも 

のとする。 



２ 第 11条第２項の規定は、中止の申出について準用する。 

（開示等の申出方法） 

第 16条 開示等の申出は、次の事項を記載した書類を提供しなければならない。 

（１）氏名及び住所 

（２）申出しようとする自己情報を特定するために必要な書類 

（３）開示の申出にあっては開示の方法 

（４）訂正、削除又は目的外利用若しくは外部提供の中止の申出にあってはその求める理由 

２ 前項の規定により申出をしようとする者は、清徳会に対し、自己が申出に係る自己情報の本人又は 

その法定代理人であることを明らかにするため、次のいずれかの書類を提出し、又は提示しなければ 

ならない。 

（１）官公署の発行した写真のはり付けてある身分証明書、免許証その他本人又は法定代理人であるこ 

とを証明できる書類 

（２）清徳会が本人確認のための請求者に対し照会した文書 

（３）法定代理人の場合は、代理関係を確認するための戸籍謄本その他法定代理人の資格を証明する書 

類 

３ 訂正の申出をしようとする者は、その訂正を求める内容が事実に合致することを証明する書類を提 

出し、又は提示しなければならない。 

（開示等の申出の代理申出等） 

第 17条 開示等の申出をしようとする者又は第 21条第２項の規定により開示を受けようとする者が、 

入院中又は歩行困難で、開示等の申出又は閲覧、視聴、若しくは写しの交付を受けることができない 

場合は、本人の委任の範囲において親族又はこれらに準ずる者（以下「代理人」という。）は、本人に 

代わって開示等の申出又は閲覧、視聴若しくは写しの交付をうけることができる。 

２ 前項の規定により開示等の申出又は閲覧、視聴若しくは写しの交付を受けようとする代理人は、申 

出の書類を提出するとともに、次に掲げる書面を提出し、又は提示しなければならない。 

（１）本人の委任の意思を証明する書面 

（２）本人が入院中又は歩行困難であることを証明する書面 

（３）代理人が親族又はこれに準ずるものであることを証明する書面 

３ 本人がすでに死亡している場合は、その相続人又は親権者であった者に限り開示等の申出ができる 

ものとする。 

（開示等の申出に対する決定等） 

第 18条 清徳会は、開示等の申出があったときは、申出があった日の翌日から起算して 14日以内に、 

訂正の申出、削除の申出、又は中止の申出の場合にあっては 30日以内に、その申出に応じるか否かを 

決定し、速やかに決定の内容を書面により申出者に通知するものとする。ただし、やむを得ない理由 

により、当該期間内に決定することができないときは、申出があった日の翌日から起算して 60日を限 

度としてその決定を延長することができる。この場合においては、清徳会は、速やかに延長期間及び 

理由を書面により申出者に通知するものとする。 

（開示の実施等） 

第 19条 清徳会は、前条の規定により開示等の申出を認める決定をしたときは、速やかに当該自己情報 



について開示、訂正、削除又は目的外利用若しくは外部提供の中止をするものとする。 

２ 自己情報の開示は、清徳会が前条の規定による通知書により指定する日時及び場所において、職員 

の立会のもと行うものとする。 

３ 自己情報の開示は、文書、図面又は写真については閲覧又は写しの交付により、フイルムについて 

は視聴又は写しの交付により、電磁的媒体については視聴、閲覧、写しの交付等でその種別、情報化 

の進展状況等を勘案した方法により行う。 

４ 清徳会は、前項に定める視聴又は閲覧の方法による自己情報の開示にあっては、その自己情報が記 

録されたものの保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他合理的な理由があるときは、当 

該自己情報が記録されたものの写しにより行うことができる。 

５ 自己情報の訂正、削除又は目的外利用若しくは外部提供の中止をした場合には、清徳会は、その旨 

を申出者及び当該自己情報の外部提供を受けて入る者に対し、通知するものとする。 

（費用の負担） 

第 20条 自己情報の写しの交付を受ける者は、当該写しの作成及び送付の要する費用を、次の各号に応 

じ、当該各号に定める額を負担しなければならない。 

（１）電子複写機（単色刷り）による作成する場合 写し１枚につき 10円（日本工業規格 A３、A４、 

B４又は B５に限る。） 

（２）複写委託契約により作成を委託する場合 写し１件につき当該委託契約で定める額 

（３）電磁的記録 フイルムその他の媒体の複製 当該複製に要する実費 

（４）送付に要する費用 当該送付に要する実費 

（異議の申出） 

第 21条 開示等の申出者は、第 18条で定める開示等の決定について不服があるときは清徳会に対して 

書面により異議の申出（以下「異議申出」とうい。）をすることができる。 

２ 前項の異議申出は、決定があったことを知った日の翌日から起算して 60日以内にしなければならな 

い。 

３ 第１項の異議申出があった場合は、清徳会は、当該異議申出の対象となった決定について再度検討 

を行ったうえ、当該異議申出について回答を書面によりするものとする。 

（委任） 

第 22条 この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

    

附則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成 17年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規程は、施行日以降に役職員等が作成し、又は取得した文書等に記録されている個人情報に 

ついては適用し、同日前の個人情報の開示申出については、この規程に準じてその都度理事長が決 

定する。 

附則 

  この規程は、平成 18年６月１日から施行する。 


